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平成17年度中間期 平成18年度中間期 平成19年度中間期 平成17年度 平成18年度

経常収益 1,305,043 1,352,539 1,554,755 2,750,274 2,925,665
経常利益 422,928 318,765 316,035 862,062 716,697
中間（当期）純利益 310,772 220,078 171,308 563,584 401,795
純資産額 3,080,642 4,497,004 5,410,538 3,598,294 5,412,458
総資産額 99,841,434 100,049,543 103,722,670 104,418,597 98,570,638
リスク管理債権残高 1,755,763 1,129,117 1,051,206 1,219,383 1,047,566
貸倒引当金残高 1,003,154 949,212 898,698 1,006,223 860,799
有価証券の評価損益 876,146 1,438,792 1,530,310 1,337,192 1,852,971
1株当たり純資産額（円） 32,069.28 54,445.50 67,409.07 41,444.83 67,823.69
1株当たり中間（当期）純利益（円） 5,628.61 3,963.89 2,984.80 9,864.54 7,072.09
潜在株式調整後1株当たり
中間（当期）純利益（円）

5,479.30 3,897.22 2,984.74 9,827.19 7,012.46

自己資本比率（国際統一基準）（％） 11.19 10.86 12.05 10.77 12.95
従業員数（人） 33,717 32,082 36,103 32,918 31,718

◆連結 （金額単位　百万円）

（注）1. 有価証券の評価損益は、「その他有価証券」の時価と取得原価（又は償却原価）との差額を記載しております。なお、株式については、主として（中間）
期末日前1カ月の平均時価に基づいて算出しております。

2. 従業員数は就業者数で記載しており、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。
3. 平成18年度中間期から、純資産額及び総資産額の算定に当たっては、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

4. 平成18年度中間期から、1株当たり純資産額は、「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）が改正されたこ
とに伴い、「繰延ヘッジ損益」を含めて算出しております。

5. 連結自己資本比率は、平成18年度から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。
当行は国際統一基準を適用しております。なお、平成18年度中間期以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められ
た算式に基づき算出しております。
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平成17年度中間期 平成18年度中間期 平成19年度中間期 平成17年度 平成18年度

経常収益 1,091,687 1,115,678 1,307,652 2,287,935 2,451,351
うち信託報酬 4,284 1,407 2,239 8,626 3,482
業務粗利益（A） 766,648 609,120 718,492 1,552,033 1,344,490
経費（除く臨時処理分）（B） 292,415 297,511 327,587 586,459 603,888
経費率（（B）/（A）×100）（％） 38.1 48.8 45.6 37.8 44.9
業務純益 498,568 311,609 383,119 810,593 782,330
業務純益（除く一般貸倒引当金繰入額） 474,233 311,609 390,904 965,573 740,601
経常利益 359,778 269,078 157,849 720,933 573,313
中間（当期）純利益 298,766 183,646 63,798 519,520 315,740
純資産額 3,171,235 3,492,390 3,856,300 3,634,776 3,992,884
総資産額 93,293,761 93,149,162 94,307,182 97,443,428 91,537,228
預金残高 63,380,886 66,147,242 66,379,291 65,070,784 66,235,002
貸出金残高 50,949,158 53,902,477 55,025,706 51,857,559 53,756,440
有価証券残高 23,039,486 22,047,445 19,860,123 25,202,541 20,060,873
リスク管理債権残高 1,351,621 833,503 748,924 914,173 721,064
金融再生法に基づく開示債権残高 1,406,027 866,734 773,649 960,095 738,667
貸倒引当金残高 772,141 771,822 688,148 816,437 677,573
有価証券の評価損益 851,571 1,417,430 1,517,691 1,316,206 1,832,891
信託財産額 880,586 1,288,805 1,027,818 1,305,915 1,174,396
信託勘定貸出金残高 9,880 8,080 4,150 7,870 5,350
信託勘定有価証券残高 150,999 241,904 285,533 238,205 267,110
資本金 664,986 664,986 664,986 664,986 664,986
（発行済普通株式数）（千株） 55,212 56,202 56,355 55,212 56,355
（発行済優先株式数）（千株） 900 900 70 900 70
1株当たり純資産額（円） 33,710.06 54,933.11 64,646.35 42,105.57 67,124.90
1株当たり配当額
（普通株式）（円） — — 1,269 5,714 763
（第一種優先株式）（円） — — ／ 10,500 ／
（第二種優先株式）（円） — — ／ 28,500 ／
（第三種優先株式）（円） — — ／ 13,700 ／
（第1回第六種優先株式）（円） — — 44,250 88,500 88,500
1株当たり中間（当期）純利益（円） 5,411.16 3,307.70 1,077.10 9,066.46 5,533.69
潜在株式調整後1株当たり
中間（当期）純利益（円）

5,267.66 3,252.19 1,077.10 9,050.63 5,487.21

自己資本比率（国際統一基準）（％） 12.00 11.48 12.65 11.35 13.45
自己資本利益率（ROE）（％） 36.07 13.53 3.25 26.57 10.13
従業員数（人） 16,806 16,686 17,945 16,050 16,407

◆単体 （金額単位　百万円）

（注）1. リスク管理債権及び金融再生法に基づく開示債権の定義については、124ページをご参照ください。
2. 有価証券の評価損益は、「その他有価証券」の時価と取得原価（又は償却原価）との差額を記載しております。なお、株式については、（中間）期末日前1
カ月の平均時価に基づいて算出しております。詳細は20ページをご参照ください。

3. 従業員数は就業者数で記載しており、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。なお、取締役を兼務しない執行役員は従業
員数に含んでおりません。

4. 平成18年度中間期から、純資産額及び総資産額の算定に当たっては、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

5. 平成18年度中間期から、1株当たり純資産額は、「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）が改正されたこ
とに伴い、「繰延ヘッジ損益」を含めて算出しております。

6. 単体自己資本比率は、平成18年度から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。
当行は国際統一基準を適用しております。なお、平成18年度中間期以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められ
た算式に基づき算出しております。




